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認証保育所の立入調査について
（保育内容）

東京都福祉局指導監査部
指導第二課保育施設検査担当



 指導計画が未作成・内容不十分である。
（一部の指導計画が作成されていない等）

 常勤有資格者が配置されていない時間帯が
ある。

 保育従事職員一人のみの時間帯がある。

 休所（一部休所・家庭保育依頼）をしている。
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保育内容に関する主な指摘①



 調理従事者・調乳担当者の検便が未実施で
ある｡

 健康診断が未実施の児童がいる。

 献立表の内容が不十分である。
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保育内容に関する主な指摘②
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指導計画

 長期的な指導計画、短期的な指導計画
 全体的な計画から長期・短期の指導計画、実際の保育
まで関連性を持たせ、日誌により実施状況を記録するこ
と。

 必ず評価・反省を行い、次の計画に反映させること｡

 個別的指導計画

 ３歳未満児については､個別的指導計画を作成すること｡

 個別的指導計画は、子供一人一人の発達状況等に配慮
して作成すること。
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開所時間・休所
 開所時間は13時間以上確保すること。

 認証保育所の基準に定める開所時間及び開所日の利用が妨げられ
ることがないようにすること。

 開所時間中は常勤有資格者を配置すること。

 保育従事職員を複数名配置すること。

 開所時間中は常勤有資格者１人以上を含む２名以上の保育従事職
員を配置しなければなりません。

 児童が少なくなる朝夕の時間帯は特に注意する。

 休所（一部休所を含む）をしないこと。

 施設の都合による休所をしないこと。

 土曜日や行事の開催日等において、保護者に家庭での保育を依頼し
ないこと。
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入所児童の健康診断
 入所児童に対する健康診断を、学校保健安全法に規

定する健康診断に準じて行うこと。

 入所時の健康診断

 少なくとも１年に２回の定期健康診断

 臨時の健康診断

 入所児童の健康診断の費用は、園で負担すること。

 健診日の欠席児童についても、もれなく実施すること。

 母子健康手帳の写しの提出をもって入所時の健康診
断に代える場合には、入所日から遡って4ヶ月以内に
受診した記録があることを必ず確認すること。



調理・調乳担当者の検便

 調理・調乳担当者は、雇入れ時（配置換え含
む）及び月１回以上の検便を行うこと。
 検便の検査結果は適切に保管する。

 雇入れ時及び配置換えの際も同様に、必ず検査結果を
確認した上で調理・調乳業務に従事させる。

 調理委託の場合も、園において検査結果を確認する。

 調理・調乳担当者は、健康チェックを毎日行
い記録すること。
 個人別、項目別（下痢、嘔吐、発熱、手指等の化膿創な
ど）に行うことが望ましい。

7



8

献立表
 給食は、できる限り変化に富み、入所児童の健全な発育に

必要な栄養量を有するものであること。

 献立表に、給与栄養量の表記をすること。
○月予定献立表（乳幼児食）

　　○○○○○保育園　

１
・
１５

月
牛乳
お菓子

ロールパン
シチュー
サラダ

牛乳
焼きおにぎり
くだもの

ロールパン
米
じゃがいも
サラダ油
砂糖

鶏肉　牛乳
しらす干し
ヨーグルト
(加糖）

人参　トマト
玉葱
キャベツ
くだもの
ホールコーン缶

４８７ｋｃａｌ

２
・
１６

火
牛乳
お菓子

ご飯
わかめスープ
豆腐だんごのあんかけ
ブロッコリーソテー
茹でにんじん

牛乳
きな粉マカロニ
くだもの

米　　パン粉
マカロニ
砂糖
サラダ油
片栗粉

豆腐　豚挽肉
きな粉　卵
わかめ　牛乳

長葱　玉葱
人参
ブロッコリー
くだもの

４８１ｋｃａｌ

１３
・
２７

土
牛乳
お菓子

味噌うどん
れんこんのきんぴら

牛乳
チャーハン
くだもの

乾麺　米　油　砂糖豚肉　ベーコンれんこん
長葱
玉葱
人参　しめじ
くだもの

４５０ｋｃａｌ

10時

給与栄養目標量(エネルギー)

栄養価
(エネルギー）
１～２歳児（※

注）

当月平均給与栄養量(エネルギー）

昼　　食 材料名

～略～

曜
日

日

３～５歳

１～２歳

年齢

600kcal

500kcal

午後おやつ

○○○kcal

○○○kcal

おやつ

（1～２歳児
のみ）
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子供の人権に配慮した保育①
（保育所保育指針抜粋）

 保育所は、子どもの人権に十分配慮するとともに、子
ども一人一人の人格を尊重して保育を行わなければな
らない。（第１章１（5）保育所の社会的責任）

 一人一人の子どもの状況や家庭及び地域社会での生
活の実態を把握するとともに、子どもが安心感と信頼
感をもって活動できるよう、子どもの主体としての思い
や願いを受け止めること。（第１章１（３）保育の方法ア）

 職員の資質向上に関しては、次の事項に留意して取り
組むよう努めなければならない。
 子どもの最善の利益を考慮し、人権に配慮した保育を行
うためには、職員一人一人の倫理観、人間性並びに保
育所職員としての職務及び責任の理解と自覚が基盤と
なる。 （第５章１（１）保育所職員に求められる専門性）
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子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止
 近年、全国各地の保育所において、児童に対する虐待
等の事案が相次いでいる。

 保育所として、児童の権利擁護に取り組んでいくことが
重要である。

 児童一人一人の人格を尊重した保育を実施するため、
日頃から、職員間での共通理解を図っておくこと。

 保育所保育指針に基づき、計画的に保育の環境を
構成し、工夫して保育を行うこと。
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子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止
保育所等における「虐待」とは

保育所等の職員が行う次のいずれかに該当する行為

① 身体的虐待：保育所等に通うこどもの身体に外傷が生じ、又は生じるおそれ
のある暴行を加えること。

② 性的虐待：保育所等に通うこどもにわいせつな行為をすること又は保育所等
に通うこどもをしてわいせつな行為をさせること。

③ ネグレクト：保育所等に通うこどもの心身の正常な発達を妨げるような著しい
減食又は長時間の放置、当該保育所等に通う他のこどもによる①②又は④
までに掲げる行為の放置その他の保育所等の職員としての業務を著しく怠
ること。

④ 心理的虐待：保育所等に通うこどもに対する著しい暴言又は著しく拒絶的な
対応その他の保育所等に通うこどもに著しい心理的外傷を与える言動を行
うこと。

上記①～④の行為のほか、「その他当該児童の心身に有害な影響を与える行

為」を含め「虐待等」と定義。 【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に
関するガイドライン（令和５年５月 こども家庭庁）
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虐待の具体例１

子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止

【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン
（令和５年５月 こども家庭庁）

行為類型 具体例

身体的虐待  首を絞める、殴る、蹴る、叩く、投げ落とす、激しく揺さぶ
る、熱湯をかける、布団蒸しにする、溺れさせる、逆さ吊り
にする、異物を飲ませる、ご飯を押し込む、食事を与えな
い、戸外に閉め出す、縄などにより身体的に拘束するな
どの外傷を生じさせるおそれのある行為及び意図的にこ
どもを病気にさせる行為

 打撲傷、あざ（内出血）、骨折、頭蓋内出血などの頭部外
傷、内臓損傷、刺傷など外見的に明らかな傷害を生じさ
せる行為 など
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虐待の具体例２

子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止

【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（令和５年５月 こども家庭庁）

行為類型 具体例

性的虐待  下着のままで放置する
 必要のない場面で裸や下着の状態にする

 こどもの性器を触るまたはこどもに性器を触らせる性的
行為（教唆を含む）

 性器を見せる

 本人の前でわいせつな言葉を発する、又は会話する。性
的な話を強要する（無理やり聞かせる、無理やり話させ
る）

 こどもへの性交、性的暴行、性的行為の強要・教唆を行う

 ポルノグラフィーの被写体などを強要する又はポルノグラ
フィーを見せる など

≪児童を性的被害から守るために≫
園内に、死角となるような場所がないか、リスクのある場面はどのような時かなどを
把握し、それぞれの場所や場面に応じた職員間のルールを決めることが大切です。
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虐待の具体例３

子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止

【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン
（令和５年５月 こども家庭庁）

行為類型 具体例

ネグレクト  こどもの健康・安全への配慮を怠っているなど。（例：体調を崩している
こどもに必要な看護等を行わない、こどもを故意に車の中に放置する）

 こどもにとって必要な情緒的欲求に応えていない（愛情遮断など）

 おむつを替えない、汚れている服を替えないなど長時間ひどく不潔なま
まにする

 泣き続けるこどもに長時間関わらずに放置する

 視線を合わせ、声をかけ、抱き上げるなどのコミュニケーションをとらず
保育を行う

 適切な食事を与えない
 別室などに閉じ込める、部屋の外に締め出す

 虐待等を行う他の保育士・保育教諭などの第三者、他のこどもによる身
体的虐待や性的虐待、心理的虐待を放置する

 他の職員等がこどもに対し不適切な指導を行っている状況を放置する
 その他職務上の義務を著しく怠ること など
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虐待の具体例４

子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止

【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン
（令和５年５月 こども家庭庁）

行為類型 具体例

心理的虐待  ことばや態度による脅かし、脅迫を行う
 他のこどもとは著しく差別的な扱いをする
 こどもを無視したり、拒否的な態度を示したりする

 こどもの心を傷つけることを繰り返し言う（例：日常的にか
らかう、「バカ」「あほ」など侮蔑的なことを言う、こどもの失
敗を執拗に責めるなど）

 こどもの自尊心を傷つけるような言動を行う（例：食べこぼ
しなどを嘲笑する、「どうしてこんなことができないの」など
と言う、こどもの大切にしているものを乱暴に扱う、壊す、
捨てるなど）

 他のこどもと接触させないなどの孤立的な扱いを行う
 感情のままに、大声で指示したり、叱責したりする など
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子供の人権に配慮した保育② 虐待等の防止

「不適切な保育」とは＝「虐待等と疑われる事案」

【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（令和５年５月 こども家庭庁）

このため

「不適切な保育」には「虐待等」が含まれ得る。

すなわち、「不適切な保育」自体が未然防止や改善を要
するものであるとして、対策を講じていく必要がある。

こどもの人権擁護の観点から「望ましい」と考えられるかかわりができているか

→ 各保育所や自治体において取り組まれるべきもの

（「不適切な保育」や「虐待等」そのものへの対応とは別に）
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「虐待等」と「不適切な保育」のイメージ

【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン
（令和５年５月 こども家庭庁）
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保育所等や各自治体における対応のフローチャート

【参考】保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（令和５年５月 こども家庭庁）
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家庭における虐待の早期発見
 児童虐待の防止等に関する法律

第５条：児童福祉施設の職員等は、児童虐待を発見しやすい
立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなけれ
ばならない。

 保育所保育指針

第３章１（１）ウ：子どもの心身の状態等を観察し、不適切な養
育の兆候が見られる場合には、市町村や関係機関と連携し、
適切な対応を図ること。また、虐待が疑われる場合には、速や
かに市町村又は児童相談所に通告し、適切な対応を図ること。

次のようなことに気付いたら、区市町村・児童相談所へ連絡してください。
① 不自然な外傷（あざ・打撲・やけど等）がある。
② 衣服や身体が極端に不潔である。 ③ 食事に異常な執着を示す。
④ 極端な栄養障害や発達の遅れが見られる。（低身長・低体重）等



 窒息の可能性のある玩具等が保育環境下に置
かれていないかなどについて、定期的に点検して
いるか。
例：トイレットペーパーの芯に通るような玩具等、丸いマグネット 等

 窒息のリスクのある食材を除去しているか。
例：丸のままのミニトマト・ブドウ・節分の豆・餅・白玉団子 等

 プール活動等を行う場合は、水の外で監視に専
念する職員を配置しているか。

児童の安全確保（事故防止関係）
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 散歩等の園外活動の前後等、場面切り替わり時
は、児童の人数確認について、ダブルチェックを
行っているか。

 園外保育は、複数の職員が対応しているか。

 自動車への乗降車の際に、児童の所在を確認し
ているか。

児童の安全確保（事故防止関係）
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別動画「認可保育所の指導検査について（保育園での事故を防ぐために）」も
あわせてご覧ください。



 次に掲げる事故等が発生した場合には区市町村に速やかに報告
すること。

① 死亡事故

② 意識不明事故（どんな刺激にも反応しない状態に陥ったもの）

③ 治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病等を伴う重篤な事故等

④ 感染症若しくは食中毒の発生又は発生が疑われる状況が生じ、次のア、イ又はウに該当する場合

ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が１週間内に２名以上
発生した場合

イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が１０名以上又は全利用者の半数以上発生した
場合

ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に施設長が報
告を必要と認めた場合

⑤ 迷子、置き去り、連れ去り等が発生し又は発生しかけた場合

⑥ その他、児童の生命又は心身に重大な被害が生じる事故に直結するような事案（児童への暴力や
わいせつ行為等の事実があると思慮される事案を含む。）が発生した場合

児童の安全確保（事故報告関係）
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事故報告の第１報は原則事故発生当日(遅くとも事故発生翌日）、第２報は原則１か月以内程度とし、状況の変
化や必要に応じて、追加の報告を行うこと。また、事故発生の要因分析や検証等の結果については、作成され次第報
告すること。

【参考】令和6年3月22日こ成安第36号、5教参学第39号「教育・保育施設等における事故の報告等について」
令和6年3月28日5福祉子保第4008号通知「教育・保育施設等における事故発生時等の対応について」



立入調査の意義
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☆児童のため ・・・ 保育の質の確保・向上

☆保護者のため ・・・ 安心・安全の確保

☆園及び職員のため ・・・ リスクマネジメント

今後とも御協力をお願い申し上げます


